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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに 

昭和 10 年代に軍需産業の急激な成長に伴い、空襲による被害の軽減

を考慮して地方に多数工場が建設された。その中で、産業の地方分布

による地方発展を目的として、すべて公共団体施行の土地区画整理に

よる人口十数万の新興工業都市が全国 23 箇所に計画・建設された。こ

の新興工業都市は軍需と都市計画が結びついた極めて珍しい例である。

相模原は、施行面積が 1､594ha（図 1 参照）の最大規模である。 

 既存研究は越澤が、新興工業都市１）で、各都市の施行面積、事業年

度計画フレーム等の比較をまとめ、相模原２）で、相模原土地       図図図図 1 相模原土地区画整理事業区域図相模原土地区画整理事業区域図相模原土地区画整理事業区域図相模原土地区画整理事業区域図        

区画整理事業施行区域の面積変化、事業全体の流れ及び全体像 表表表表 1 相模原土地区画整理事業の都市計画決定までの年表相模原土地区画整理事業の都市計画決定までの年表相模原土地区画整理事業の都市計画決定までの年表相模原土地区画整理事業の都市計画決定までの年表 

を明らかにしている。本研究は、相模原土地区画整理事業の

開発プロセスについて、背景から施行区域決定までの経緯（表

1 参照）、街路、公園計画といった事業計画の特徴、事業計画

変更の要因を明らかにする。 

 

２．相模原土地区画整理事業の発端２．相模原土地区画整理事業の発端２．相模原土地区画整理事業の発端２．相模原土地区画整理事業の発端                                                                                                                     

相模原土地区画整理事業の背景には、昭和 12 年に陸軍士官

学校が、東京・市ヶ谷から神奈川県高座郡北部に移転したこ

とを契機に、軍事施設が昭和 12～18 年の間に、相模陸軍造兵

廠等 8 つの軍施設がある。陸軍士官学校の移転に先立って、

県は、同地方の急激な発展を予想し、昭和 11 年 6 月に陸軍士

官学校及び同錬兵場の買収交渉を開始する。そして、昭和       表表表表 2 施行区域決定までの経緯施行区域決定までの経緯施行区域決定までの経緯施行区域決定までの経緯 

12 年～14 年にかけて、同地方の 2 町 6 村に都市計画法を

適用した。さらに昭和 14 年に同町村の調査を開始する。 

その結果、昭和 14 年 5 月 12 日の軍都建設座談会をきっ

かけに、陸軍士官学校がある相模原南部は学都として景観

を残し、相模陸軍造兵廠を中心とする北部を、軍需工業都

市とすることが決まった。事業施行区域は、省線淵野辺駅

付近、橋本駅付近及び上溝町中心地付近の人口集中による

急激な発展を、予想したことから、図 1 の区域となった。

そして昭和 14 年 11 月に本事業は都市計画決定された（表 2 参照）。 

 

３．相模原土地区画整理事業計画について３．相模原土地区画整理事業計画について３．相模原土地区画整理事業計画について３．相模原土地区画整理事業計画について 

相模原土地区画整理事業区域は大野村、相原村、上溝町、大沢村の 4 町村に亘る 1769.7ha である（図 2 参照）。 

その中で工事施行地積は 1669.5ha である。昭和 14 年 9 月に臨時県会で、事業費を 5,750,000 円と決定した。財源 
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橋本駅、淵野辺駅の中間の横浜線沿

いに相模陸軍造兵廠が建設された 
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付近に多数中小工場が相次

いで建設された 
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労働者の通勤を容易にするため、大工

場は鉄道沿線に集中して建設された 

図１に区画整理事業の区域が決定された 

軍施設建設及び移転軍施設建設及び移転軍施設建設及び移転軍施設建設及び移転 都計法適用都計法適用都計法適用都計法適用 事前工作事前工作事前工作事前工作

昭和11年昭和11年昭和11年昭和11年 ６． 陸軍士官学校及び
錬兵場用地の買収交渉
開始

昭和12年昭和12年昭和12年昭和12年 ９． 陸軍士官学校移
転、陸軍錬兵場建設

１０．　座間町

昭和13年昭和13年昭和13年昭和13年 ３． 臨時東京第三陸軍
病院建設

１１．　上溝町 １０． 陸軍像へ衣装関
係者に将来計画の希望
聴取

８． 相模陸軍造兵廠建

１０． 陸軍兵器学校建

昭和14年昭和14年昭和14年昭和14年 １．　電信第一連隊建設 １． 大野村、
相原村

２． 陸軍造兵廠関係者
に県作成の相模原都市
計画案を説明

５．　陸軍通信学校建設 ２．　新磯村 ５． 東京日々新聞主催
の軍都建設座談会開催

３． 大沢村、
田名村

６． 神奈川県主催相模
原都市建設区画整理事
業案協議会開催

９． 臨時県会召集事業
予算案提出（１４日に県
会通過）



は県債、国庫補助金、県費補充金及び土地売却       表表表表 3 相模原土地区画整理事業計画と事業状況相模原土地区画整理事業計画と事業状況相模原土地区画整理事業計画と事業状況相模原土地区画整理事業計画と事業状況 

代金をあてた。この決定と同時に昭和 14 年度

からの 7 ヵ年継続事業とすることも決まった。 

街路は、全施行地積の 20.87％で、防火、美

観の維持に配慮した幅員 16m 以上の幹線街路

と、15m 未満の補助線街路とを配置した。相模

陸軍造兵廠を中心とした南北・東西の街路は、

防火及び緊急時の飛行機の発着を考慮して幅

員 40ｍとした。昭和 21 年度までに、幹線街路

は、26 号線の一部 120m を残して全て完了。補助線街路は、

全長の 9 割 8 分を完了。ただし、砂利が、軍関係施設で需

要が増大したため、共に路面工は行っていない。 

公園は、施行地積の 3％とし、普通公園 1 箇所、運動公

園１箇所、近隣公園 5 箇所、児童公園 18 箇所と公園街路を

配置した。相模原土地区画整理地区の中央には大きな森林

が残っていたため、そこを中央公園として、緑の保存に配

慮した。昭和 21 年度までに中央公園 1 箇所、児童公園 1

箇所の整地を完了した（表 3 参照）。                図図図図 2222 相模原土地区画整理事業計相模原土地区画整理事業計相模原土地区画整理事業計相模原土地区画整理事業計画図画図画図画図 

  

４．相模原土地区画整理事業の計画変更の経緯４．相模原土地区画整理事業の計画変更の経緯４．相模原土地区画整理事業の計画変更の経緯４．相模原土地区画整理事業の計画変更の経緯 

 相模原土地区画整理事業は、昭和 20 年 12 月の県会で事業を昭和 23 年度まで延長することが決まる。その後、昭

和 21 年に事業途中で終戦となる。同年 11 月に農地改革が起こり、自作農創設特別措置法（国が土地を地主から強

制的に買い上げ，小作人に売り渡す）が施行され替費地の売却が中止された。替費地は本事業唯一の財源であるた

め、事業施行者はこれに反発した。その後、事業施行者と県農地部との対立の均衡が続いたが、昭和 23 年 11 月に

農林省建設省、県農地部及び土木部の打ち合わせが県庁会議室で開かれ、換地処分前の替費地は、現状が農地であ

っても、農地買収計画は成立しないことが確認された。また、「一定区域を未売却替費地として、確保し更地として

県において自由処分する。これ以外の自由処分地は認めない」という原則が、農地部と土木部間に協定された。こ

れにより、相模原土地区画整理事業は財源を確保し、規模は減少するものの、事業を完了した。 

 

５．まとめ５．まとめ５．まとめ５．まとめ 

以上より次のことが明らかになった。 

(1)本事業の背景には陸軍士官学校の移転があり、神奈川県が相模原の将来急激な発展予想をしたことから始まった。

また 5 月 12 日の座談会が相模原土地区画整理事業区域決定のきっかけとなった。 

(2)本事業の街路計画は、幹線街路と補助線街路構成されていて、特に幅員 40m の街路は飛行機の緊急時の発着も考

慮していた。公園については、施行区域の中央にあった森林をそのまま中央公園とし、景観へ配慮している。 

(3)事業計画の変更の要因は、農地改革に伴う替費地の買収計画の中止と県農地部との対立である。 
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終戦直後の事業終戦直後の事業終戦直後の事業終戦直後の事業

幹線街路幹線街路幹線街路幹線街路

２８本のうち、２６号線の１部１
２０ｍを残し土木工事は完了。
路面工は、６０％砂利工事を
施行。

緊急やむ得ない程
度施工し、路面は
主要路線以外は
施工しない

補助線街路補助線街路補助線街路補助線街路

全長の９割８分の土木工事が
完了。砂利が軍関係施設の需
要増大のため、路面工は炭殻
を散布

施工しない。

全面積の３％以上の１９２，０００
坪をとる。施行区域中央の森林を
利用し、中央公園を配置。景観へ
の配慮

中央公園１箇所と児童公園１
箇所を整地した。樹木も大量
購入。（終戦直後盗難にあう）

公園予定地の施
設を中止し、土地
の保留のみとす
る。

省線横浜線以南の地に対して下
水管渠幹線を数条幹線街路中に
敷設。鴨川を経て相模川に導入。
省線横浜線以北の大工場の下水
は、境川に放流

昭和１８年６月に相模原駅前
から着手施行したが、膨大な
資材を要するため、わずか４５
１ｍを施行したのみで中止と
なった。

一部を除いて、大
体は緊急を要しな
いので 、中止す
る。

公園公園公園公園

下水道下水道下水道下水道

街路街路街路街路

全て幅員６ｍ以上とし(最大幅員
40ｍ）、幹線街路と補助線街路の
２種類を配置。防火、美観の維持
に配慮（施行地積の２０．８７％）


